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1. はじめに 

 電気化学的防食工法の一つである再アルカリ化工法は，中性化によって劣化したコンクリート構造物の性

能改善を図るものである。一方で，再アルカリ化工法適用後のコンクリート表面に，表面保護工法を適用する

ことで外部からの炭酸ガス等の劣化因子を遮断することが出来れば，より長期的な補修効果が期待できる。し

かし，通電後のコンクリートは高アルカリ性電解液の電気化学的浸透や鉄筋近傍のカソード反応による OH－

の生成などの影響で，陽極システムの撤去後に一般的な表面保護工法を適用しても，十分な性能が得られない

場合があることが指摘されている 1）。そこで本研究では，再アルカリ化工法を適用した鉄筋コンクリート供試

体に対して，24 ヶ月間の促進中性化を行い，定期的に電気化学的モニタリングを行うことで，通電後の保護

材の耐久性およびコンクリート中の鉄筋防食効果持続性について検討した。 

2. 実験概要 

本実験で用いたコンクリートの水セメント比（W/C）は 60％とし，コンクリート中には発錆限界濃度程度の

2.0 kg/m3の Cl－量となるように NaCl を練混ぜ水に溶解して混入した。本研究で作製した鉄筋コンクリート供

試体のコンクリート部分は 100×100×250mm とし，正方形断面の中央部分に鉄筋 D13 SD295A を配した。供

試体は 28 日間の封緘養生後，電解液に 1.5N の K2CO3 溶液

を用い 1A/m2で 2 週間の再アルカリ化処理を行った。通電面

は，側面１面とし，通電面以外をエポキシ樹脂で絶縁塗装し

た。通電終了後，表面含水率が 8％程度となった時点で，表

－1に示す 3 種類の表面保護を施工し，保護を行わない供試

体も別途設けた。表面保護施工後，供試体を促進中性化環境

（20℃，60％R.H.，CO2濃度 5%）で保管しながら，電気化学

的鉄筋腐食指標（自然電位，分極抵抗，コンクリート抵抗）

の経時変化を測定した。また，再アルカリ化直後および 24 ヶ

月間の促進中性化後，コンクリート中の各種イオン（Cl－，

Na+，K+）濃度分布及び pH 分布を測定し，表面保護材に対

しては建研式接着強度試験および透水量試験（JSCE-K-572-

2012）を実施した。 

3. 促進中性化を行った再アルカリ化供試体中の R2O分布

と保護材の物性変化 

24 ヶ月間の促進中性化を行った再アルカリ化供試体中の

R2O 分布を図－1に示す。また，比較のために通電直後の分

布も示している。なお R2O 量は，コンクリート中の Na+ 濃

度および K＋濃度の測定値を用いて，式(1)により求めた。 

R2O = Na2O + 0.658K2O (kg/m3)   (1) 

再アルカリ化直後は，電解液中の K＋がコンクリート中に電気浸透したことにより，コンクリート表面付近

に高濃度のアルカリ金属イオンが集積していることが分かる。24 ヶ月間の促進中性化試験を行った通電供試 
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図-1 24ヶ月間の促進中性化を行った
再アルカリ化供試体中のR2O分布
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種類 材料構成 施工仕様

有機系
アクリル樹脂系ポリマー
セメントモルタル(PCM)

プライマー(200g/m2)

中塗り(1600g/m2）

無機系 耐湿潤性エポキシ樹脂
一層目(500g/m2)

二層目(300g/m2)

含浸系
シランシロキサン系

高性能浸透性吸水防止材
200g/m2

表-1 表面保護材の内訳 
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体に関して，エポキシ樹脂塗布供試体中のアルカリ金属イオン

は，他の供試体に比べコンクリート内部へ拡散していることが

分かる。これは，エポキシ樹脂の塗布により促進期間におけるコ

ンクリート内部の乾燥が抑制されたことが原因と考えられる。 

促進中性化を行った再アルカリ化供試体の保護材の付着強度

および遮水率を図－2に示す。遮水率は，式(2)により求めた。 

 遮水率(%) = 

保護なし供試体の透水量(ml) − 各供試体の透水量(ml)

保護なし供試体の透水量(ml)
× 100       (2) 

通電供試体の付着強度は，無通電供試体に比べ，ポリマーセメ

ントモルタル(PCM)で約 50%，エポキシ樹脂で約 36%低下して

いるが，一般的な保護材の付着強度の基準値である 1.0N/mm2は

満足している。また，遮水率に関しては，PCM およびエポキシ

樹脂では通電の有無による差は見られない。しかし，シラン系含

侵材においては無通電供試体に比べ通電供試体の遮水率が 20％

程度小さくなっている。このような再アルカリ化後に適用した

保護材の物性変化は，図－1に示したようなコンクリート表面付

近の高濃度のアルカリ金属イオンにより保護材の加水分解や撥

水層の形成が阻害されたことが原因と考えられる。 

4. 促進中性化を行った再アルカリ化供試体中の鉄筋防食効果 

24 ヶ月間の促進中性化を行った供試体の中性化深さを図－3

に示す。通電の有無に関わらずシラン含浸供試体の中性化深さ

は保護なし供試体と同程度であり，シラン系含浸材による中性

化抑制効果は期待できないことが分かる。一方で，PCM 供試体

に関しては，通電供試体の中性化深さが約 3mm 大きくなってい

る。これは，図－2に示した付着強度の低下にも表れているよう

に再アルカリ化によって保護材の物性が変化し，炭酸ガス浸入

抑制効果が低下したものと思われる。また，エポキシ樹脂に関し

ては，通電の有無に関わらず高い中性化抑制効果が得られた。 

24 ヶ月間の促進中性化を行った供試体の自然電位の経時変化

を図－4に示す。保護なし供試体に関して，通電供試体の自然電

位が無通電供試体に比べ卑化の開始が 200 日程度遅れており，

再アルカリ化による中性化抑制効果が発揮されたものと考えら

れる。一般に 0.03％程度の炭酸ガス濃度中であれば，再アルカリ化によって供給された炭酸カリウム水溶液と

炭酸ガスの可逆反応平衡により，pH 値は約 11 程度を保持し中性化の進行が防止される。本検討では，中性化

促進試験の炭酸ガス濃度が 5％と実際の暴露環境より高濃度であり，実環境における再アルカリ化に伴う中性

化抑制効果は，より長期間持続する可能性がある。一方，通電の有無に関わらずシラン系含浸材供試体の電位

の卑化傾向は無通電保護なし供試体と同様の傾向を示しており，図－3に示したような中性化により鉄筋腐食

が進行したものと考えられる。エポキシ樹脂および PCMの塗布供試体は，中性化が抑制され再アルカリ化後

の鉄筋腐食が防止されていることが分かる。 

参考文献：1) 野村倫一，山田卓司，石橋孝一：再アルカリ化工法適用後のコンクリートに対する塗膜の適応
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図-4 促進中性化を行った供試体の
自然電位の経時変化
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図-2 促進中性化を行った保護材の
付着強度および遮水率
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図-3 促進中性化を行った供試体の
中性化深さ
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